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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第80期 

第１四半期連結 
累計期間 

第81期 
第１四半期連結 

累計期間 
第80期 

会計期間 
自  2020年４月１日 
至  2020年６月30日 

自  2021年４月１日 
至  2021年６月30日 

自  2020年４月１日 
至  2021年３月31日 

売上高 （百万円） 66,880 82,856 320,322 

経常利益 （百万円） 1,988 8,668 22,720 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 1,998 6,081 15,164 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,989 5,273 36,437 

純資産額 （百万円） 178,728 209,497 208,548 

総資産額 （百万円） 387,059 397,887 382,632 

１株当たり四半期（当期）純利

益 
（円） 42.82 130.59 325.21 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益 
（円） 40.53 123.80 308.17 

自己資本比率 （％） 46.1 52.6 54.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △1,148 18,552 57,205 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △760 △1,688 △6,242 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 30,820 △4,472 △27,071 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 64,446 73,555 60,744 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

    ２ 当社は、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度を導入し、株主資本において自己株式として計上さ

れている信託に残存する当社の株式については、１株当たり四半期（当期）純利益および潜在株式調整後１

株当たり四半期（当期）純利益の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含

めております。 

     ３ 四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

     ４ 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１)財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間（2021年４月１日～2021年６月30日）における世界経済は、新型コロナウイルス感染

症の影響により景気は依然として厳しい状況にあり、先行きについても不透明な状況が続きました。一方、各国の

経済対策やワクチン接種率の増加により、一部の国や地域、産業においては持ち直しの動きが見られました。わが

国経済におきましても、経済活動の制限により個人消費が低調に推移したものの、不透明感は解消しつつあり、特

に製造業の景況感は改善傾向となりました。

当社グループを取り巻く事業環境は、半導体業界では、５Ｇ、ＡＩの活用の拡大やＩｏＴ、ＤＸの進展に伴うデ

ータセンター需要の拡大、リモートワークの定着などが追い風となり、ファウンドリーやメモリーメーカーの設備

投資が堅調に推移しました。ＦＰＤ業界では、ＯＬＥＤ用中小型パネル向け投資が継続しました。印刷関連機器に

おいては、景気に持ち直しの動きが見られる地域を中心に、顧客の装置稼働状況や設備投資意欲に回復が見られま

した。

このような状況の中、当第１四半期連結累計期間の財政状態および経営成績は以下のとおりとなりました。

 

a. 財政状態

当第１四半期連結会計期間末の資産合計は、売上債権が減少した一方、現金及び預金や棚卸資産が増加したこと

などから、前連結会計年度末に比べ、152億5千4百万円（4.0％）増加し、3,978億8千7百万円となりました。

負債合計は、仕入債務や契約負債が増加したことなどにより、前連結会計年度末に比べ、143億5百万円

（8.2％）増加し、1,883億8千9百万円となりました。

純資産合計は、配当金の支払いの一方で、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上などにより、前連結会計年

度末に比べ、9億4千8百万円（0.5％）増加し、2,094億9千7百万円となりました。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末の自己資本比率は、52.6％となりました。

 

b. 経営成績 

当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績につきましては、売上高は828億5千6百万円と前年同期

に比べ、159億7千6百万円（23.9％）増加しました。利益面につきましては、売上の増加や採算性の改善などによ

り、前年同期に比べ、営業利益は68億3千3百万円（367.5％）増加の86億9千3百万円となりました。また、経常利

益は66億8千万円（335.9％）増加の86億6千8百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は40億8千2百万円

（204.3％）増加の60億8千1百万円となりました。

 

セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。

 

（半導体製造装置事業：ＳＰＥ） 

半導体製造装置事業では、前年同期に比べ、メモリー向けの売上が大幅に増加し、ファウンドリー向けも堅調に

推移しました。地域別では、国内向けの売上は減少しましたが、中国向けや欧州向けの売上が増加しました。その

結果、当セグメントの売上高は597億5千3百万円（前年同期比13.4％増）となりました。営業利益は、売上の増加

や採算性の改善などにより、88億8千8百万円（前年同期比107.8％増）となりました。

 

（グラフィックアーツ機器事業：ＧＡ）

グラフィックアーツ機器事業では、顧客の装置稼働状況、設備投資意欲の回復などを受け、装置売上やインクな

どのポストセールスの売上が増加したことから、当セグメントの売上高は96億4千5百万円（前年同期比21.7％増）

となりました。営業利益は、売上の増加などにより、2億6千2百万円（前年同期は3億9千6百万円の営業損失）とな

りました。

 

（ディスプレー製造装置および成膜装置事業：ＦＴ） 

ディスプレー製造装置および成膜装置事業では、ＯＬＥＤ用中小型パネル用製造装置の売上が増加したことか

ら、当セグメントの売上高は102億9千万円（前年同期比180.5％増）となりました。営業利益は、売上の増加や採

算性の改善などにより、2億3千万円（前年同期は15億1千9百万円の営業損失）となりました。
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（プリント基板関連機器事業：ＰＥ） 

プリント基板関連機器事業では、直接描画装置の売上が堅調に推移したことなどから、当セグメントの売上高は

前年同期並みの23億4千6百万円（前年同期比0.7％減）となりました。営業利益は、採算性の改善などにより、2億

1千1百万円（前年同期比70.9％増）となりました。

 

（その他事業） 

その他事業の外部顧客への売上高は8億2千9百万円となりました。

 

(２)キャッシュ・フローの状況

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ128億1千1百万円増加

し、735億5千5百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益、売上債権の減少、その他の流動負債の増加

などの収入項目が、棚卸資産の増加などの支出項目を上回ったことから、185億5千2百万円の収入（前年同期は11

億4千8百万円の支出）となりました。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、研究開発設備等の有形固定資産を取得したことなどにより、16億8千8百

万円の支出（前年同期は7億6千万円の支出）となりました。 

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

 財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いなどにより、44億7千2百万円の支出（前年同期は308億2

千万円の収入）となりました。

 

(３)研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間は研究開発費として50億4千6百万円を投入いたしました。 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（2021年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2021年８月13日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 50,794,866 50,794,866 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
単元株式数100株 

計 50,794,866 50,794,866 ― ― 

（注） 「提出日現在発行数」欄には、2021年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

    行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

     該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
   残高
（百万円）

2021年４月１日～

2021年６月30日
－ 50,794 － 54,044 － －

 

 

 

 

（５）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(2021年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

        2021年３月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ 単元株式数100株 
普通株式 4,039,200 

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,670,200 466,702 同上 

単元未満株式 普通株式 85,466 － 1単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数   50,794,866 － － 

総株主の議決権   － 466,702 － 

 （注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式200株(議決権2個)が含まれて

おります。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式50株が含まれております。

３ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度に係る信

託が保有する当社株式191,800株が含まれております。

②【自己株式等】

        2021年３月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

株式会社ＳＣＲＥＥＮ

ホールディングス 

京都市上京区堀川通寺之内

上る４丁目天神北町１番地

の１ 

4,039,200 － 4,039,200 7.95 

計 － 4,039,200 － 4,039,200 7.95 

 （注）１ 上記の自己保有株式のほか、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式

191,800株を貸借対照表上、自己株式に含めております。

    ２ 当第１四半期会計期間末日現在の自己保有株式数は、4,039,365株（単元未満株式65株含む）であります。

このほか、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式188,200株を四半

期貸借対照表上、自己株式に含めております。

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（2007年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2021年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2021年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 62,727 75,711 

受取手形及び売掛金 79,812 － 

受取手形、売掛金及び契約資産 － 71,429 

電子記録債権 6,724 5,336 

商品及び製品 49,444 59,278 

仕掛品 34,074 37,235 

原材料及び貯蔵品 12,159 10,103 

その他 8,915 13,304 

貸倒引当金 △970 △926 

流動資産合計 252,887 271,473 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 61,819 62,147 

機械装置及び運搬具 52,521 53,203 

その他 36,072 35,813 

減価償却累計額 △93,359 △94,667 

有形固定資産合計 57,054 56,496 

無形固定資産    

その他 5,412 5,116 

無形固定資産合計 5,412 5,116 

投資その他の資産    

投資有価証券 53,990 50,989 

退職給付に係る資産 7,494 7,636 

繰延税金資産 3,433 3,782 

その他 2,478 2,511 

貸倒引当金 △118 △118 

投資その他の資産合計 67,277 64,800 

固定資産合計 129,744 126,413 

資産合計 382,632 397,887 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2021年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2021年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 28,243 27,713 

電子記録債務 45,171 50,995 

１年内償還予定の転換社債型新株予約権付

社債 
－ 15,017 

１年内返済予定の長期借入金 109 109 

リース債務 1,258 1,203 

未払法人税等 3,320 3,111 

設備関係支払手形 101 55 

設備関係電子記録債務 571 988 

前受金 16,756 － 

契約負債 － 21,668 

賞与引当金 2,424 874 

役員賞与引当金 178 39 

製品保証引当金 7,053 7,263 

受注損失引当金 136 438 

その他 15,541 21,180 

流動負債合計 120,867 150,659 

固定負債    

転換社債型新株予約権付社債 30,066 15,041 

長期借入金 10,000 10,000 

リース債務 2,347 2,355 

退職給付に係る負債 1,183 1,229 

役員退職慰労引当金 197 195 

株式給付引当金 25 19 

役員株式給付引当金 23 16 

資産除去債務 66 74 

その他 9,305 8,796 

固定負債合計 53,215 37,730 

負債合計 174,083 188,389 

純資産の部    

株主資本    

資本金 54,044 54,044 

資本剰余金 4,488 4,488 

利益剰余金 144,669 146,403 

自己株式 △18,590 △18,568 

株主資本合計 184,612 186,368 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 27,435 25,824 

為替換算調整勘定 △4,328 △3,526 

退職給付に係る調整累計額 661 661 

その他の包括利益累計額合計 23,768 22,959 

非支配株主持分 167 169 

純資産合計 208,548 209,497 

負債純資産合計 382,632 397,887 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

売上高 66,880 82,856 

売上原価 50,144 57,697 

売上総利益 16,735 25,159 

販売費及び一般管理費 14,876 16,465 

営業利益 1,859 8,693 

営業外収益    

受取利息 17 37 

受取配当金 272 264 

助成金収入 199 121 

その他 178 163 

営業外収益合計 668 585 

営業外費用    

支払利息 150 77 

為替差損 134 161 

持分法による投資損失 54 3 

固定資産除却損 0 273 

その他 199 93 

営業外費用合計 539 610 

経常利益 1,988 8,668 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 1 

特別利益合計 － 1 

特別損失    

投資有価証券評価損 9 534 

特別損失合計 9 534 

税金等調整前四半期純利益 1,979 8,135 

法人税等 △5 2,054 

四半期純利益 1,984 6,081 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△14 0 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,998 6,081 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

四半期純利益 1,984 6,081 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 3,772 △1,610 

為替換算調整勘定 156 801 

退職給付に係る調整額 78 △0 

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 1 

その他の包括利益合計 4,005 △807 

四半期包括利益 5,989 5,273 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 6,004 5,271 

非支配株主に係る四半期包括利益 △14 2 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 1,979 8,135 

減価償却費 2,370 2,354 

投資有価証券売却損益（△は益） － △1 

投資有価証券評価損益（△は益） 9 534 

固定資産除却損 23 273 

持分法による投資損益（△は益） 54 3 

退職給付に係る資産及び負債の増減額 △199 △112 

賞与引当金の増減額（△は減少） △969 △1,550 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △90 △139 

株式給付引当金の増減額（△は減少） △28 △5 

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △34 △7 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △153 205 

受注損失引当金の増減額（△は減少） 692 302 

受取利息及び受取配当金 △290 △301 

支払利息 150 77 

売上債権の増減額（△は増加） △1,549 9,973 

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,839 △10,623 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 558 △406 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,804 5,421 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 5,347 9,619 

その他 27 △158 

小計 1,253 23,596 

利息及び配当金の受取額 287 294 

利息の支払額 △136 △78 

確定拠出年金制度への移行に伴う拠出額 △1 △0 

法人税等の支払額 △2,551 △5,259 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,148 18,552 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の増減額（△は増加） 699 △164 

有形固定資産の取得による支出 △1,332 △1,453 

有形固定資産の売却による収入 10 28 

無形固定資産の取得による支出 △94 △231 

投資有価証券の取得による支出 △13 △12 

投資有価証券の売却による収入 － 187 

その他 △28 △41 

投資活動によるキャッシュ・フロー △760 △1,688 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 32,500 － 

リース債務の返済による支出 △317 △379 

自己株式の純増減額（△は増加） △1 △1 

配当金の支払額 △1,360 △4,091 

財務活動によるキャッシュ・フロー 30,820 △4,472 

現金及び現金同等物に係る換算差額 16 419 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 28,926 12,811 

現金及び現金同等物の期首残高 35,519 60,744 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 64,446 ※ 73,555 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、印刷関連

機器およびプリント基板関連機器の販売において、従来は出荷時に収益を認識しておりましたが、据付完了時に収

益を認識することといたしました。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

 なお、当該会計方針の変更が四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

 収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に、「流動負債」

に表示していた「前受金」は、当第１四半期連結会計期間より「契約負債」に含めて表示することといたしまし

た。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方

法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020

年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生

じる収益を分解した情報を記載しておりません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

 なお、当該会計基準等の適用が四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

 税金費用については、主として当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率

を使用する方法によっております。 

 

 

（追加情報）

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

 当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020年法律第８号)において創設され

たグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目につ

いては、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告

第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の

税法の規定に基づいております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

     １  受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

連結決算日における受取手形の裏書譲渡高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度 

（2021年３月31日） 
当第１四半期連結会計期間 

（2021年６月30日） 

受取手形裏書譲渡高 6百万円 4百万円 

 

     ２ 保証債務 

 
前連結会計年度

（2021年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2021年６月30日）

販売先のビジネスローン 59百万円 56百万円

従業員住宅ローン 6 5

計 66 62

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  2020年４月１日
至  2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2021年４月１日
至  2021年６月30日）

現金及び預金勘定 66,027百万円 75,711百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,581 △2,155

現金及び現金同等物 64,446 73,555

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自  2020年４月１日 至  2020年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,402 30.00 2020年３月31日 2020年６月25日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式87千株に対する配

当金2百万円が含まれております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自  2021年４月１日 至  2021年６月30日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日

定時株主総会
普通株式 4,208 90.00 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、取締役等を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式191千株に対する

配当金17百万円が含まれております。
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（セグメント情報）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年６月30日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  報告セグメント（注）１ 
その他 

（注）２ 
合計 

調整額 
（注）３ 

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 

（注）４ 
  ＳＰＥ ＧＡ ＦＴ ＰＥ 計 

売上高                  

外部顧客への 

売上高 
52,687 7,918 3,668 2,359 66,634 245 66,880 － 66,880 

セグメント間 
の内部売上高
又は振替高 

－ 9 － 4 13 2,927 2,941 △2,941 － 

計 52,687 7,927 3,668 2,364 66,648 3,173 69,821 △2,941 66,880 

セグメント利益 

又は損失（△） 
4,276 △396 △1,519 123 2,484 △115 2,369 △509 1,859 

（注）１ 半導体製造装置事業（ＳＰＥ）は、半導体製造装置の開発、製造、販売および保守サービスを行って

おります。グラフィックアーツ機器事業（ＧＡ）は、印刷関連機器の開発、製造、販売および保守サ

ービスを行っております。ディスプレー製造装置および成膜装置事業（ＦＴ）は、ディスプレー製造

装置および成膜装置の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。プリント基板関連機

器事業（ＰＥ）は、プリント基板関連機器の開発、製造、販売および保守サービスを行っておりま

す。 

   ２ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ライフサイエンス分野の

機器および車載用部品検査装置の開発・製造および販売、ソフトウエアの開発、印刷物の企画・製作

等の事業を含んでおります。 

３ セグメント利益又は損失（△）の調整額△509百万円は、事業セグメントに配分していない当社の損

益などであります。 

４ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日） 

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：百万円） 

  報告セグメント（注）１ 
その他 

（注）２ 
合計 

調整額 
（注）３ 

四半期 
連結損益 
計算書 
計上額 

（注）４ 
  ＳＰＥ ＧＡ ＦＴ ＰＥ 計 

売上高                  

外部顧客への 

売上高 
59,753 9,636 10,290 2,346 82,027 829 82,856 － 82,856 

セグメント間 
の内部売上高
又は振替高 

－ 9 － － 9 3,257 3,266 △3,266 － 

計 59,753 9,645 10,290 2,346 82,036 4,087 86,123 △3,266 82,856 

セグメント利益 

又は損失（△） 
8,888 262 230 211 9,593 △20 9,572 △878 8,693 

（注）１ 半導体製造装置事業（ＳＰＥ）は、半導体製造装置の開発、製造、販売および保守サービスを行って

おります。グラフィックアーツ機器事業（ＧＡ）は、印刷関連機器の開発、製造、販売および保守サ

ービスを行っております。ディスプレー製造装置および成膜装置事業（ＦＴ）は、ディスプレー製造

装置および成膜装置の開発、製造、販売および保守サービスを行っております。プリント基板関連機

器事業（ＰＥ）は、プリント基板関連機器の開発、製造、販売および保守サービスを行っておりま

す。 

   ２ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ライフサイエンス分野の

機器および車載用部品検査装置の開発・製造および販売、ソフトウエアの開発、印刷物の企画・製作

等の事業を含んでおります。 

３ セグメント利益又は損失（△）の調整額△878百万円は、事業セグメントに配分していない当社の損

益などであります。 

４ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益について、顧客の所在地を基礎とした国又は地域に分解した情報 

当第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日） 

（単位：百万円） 
 

    報告セグメント
その他
（注）

合計
    ＳＰＥ ＧＡ ＦＴ ＰＥ 計

日本 11,161 4,351 380 746 16,639 778 17,418

  台湾 10,348 30 515 341 11,236 － 11,236

  韓国 3,808 747 386 447 5,390 － 5,390

  中国 19,228 105 8,927 564 28,825 10 28,836

  米国 7,152 2,289 8 － 9,449 38 9,488

  欧州 6,231 1,772 1 16 8,021 2 8,023

  その他 1,823 339 69 230 2,462 － 2,462

海外 48,592 5,284 9,909 1,600 65,387 51 65,438

外部顧客への売上高 59,753 9,636 10,290 2,346 82,027 829 82,856

（注） 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ライフサイエンス分野の機器およ

び車載用部品検査装置の開発・製造および販売、ソフトウエアの開発、印刷物の企画・製作等の事業を含ん

でおります。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

 １株当たり四半期純利益 42円82銭 130円59銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 1,998 6,081

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
1,998 6,081

普通株式の期中平均株式数（千株） 46,669 46,565

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 40円53銭 123円80銭 

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額（百

万円）
△5 △5

（うち受取利息（税額相当額控除後）（百万

円））
(△5) (△5)

普通株式増加数（千株） 2,511 2,511

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要 

－ －

 （注） 当社は、取締役等を対象とする業績連動型株式報酬制度を導入し、当該信託に残存する当社の株式について

は、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、普通株式の期中平均株式数の

計算において控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期連結累計期間87千株、当第１四半期連

結累計期間189千株であります。 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

          2021 年８月12日

株式会社SCREENホールディングス 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

京都事務所 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 小 野 友 之 ㊞ 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 大 西 洋 平 ㊞ 

監査人の結論 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社SCREEN

ホールディングスの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年４月１日

から2021年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社SCREENホールディングス及び連結子会社の2021年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。



・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

 

 （注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２ ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年８月13日

【会社名】 株式会社SCREENホールディングス

【英訳名】 SCREEN Holdings Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長  廣 江 敏 朗

【最高財務責任者の役職氏名】 専務取締役  近 藤 洋 一

【本店の所在の場所】 京都市上京区堀川通寺之内上る四丁目天神北町１番地の１

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社取締役社長 廣江敏朗及び専務取締役 近藤洋一は、当社の第81期第１四半期（自2021年４月１日 至2021年

６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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